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(57)【要約】
【課題】騒音を低減することができる超音波診断装置を
提供すること。
【解決手段】実施形態に係る超音波診断装置は、超音波
プローブを介して超音波を送受信する超音波診断装置で
あって、受信部と、受信制御部とを有する。受信部は、
超音波の受信信号に並列同時受信に係るビームフォーミ
ングを施す。受信制御部は、予め定められた変更条件に
基づいて、前記ビームフォーミングのタイミングを超音
波の送信繰り返し周期内で変更する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波プローブを介して超音波を送受信する超音波診断装置であって、
　超音波の受信信号に並列同時受信に係るビームフォーミングを施す受信部と、
　予め定められた変更条件に基づいて、前記ビームフォーミングのタイミングを超音波の
送信繰り返し周期内で変更する受信制御部と、
　を有する超音波診断装置。
【請求項２】
　前記受信制御部は、前記変更条件としての並列同時受信数に基づいて、前記ビームフォ
ーミングのタイミングを焦点ごとに変更する、請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記受信制御部は、前記送信繰り返し周期内において、実質的に均等な時間間隔となる
ように前記並列同時受信数分の前記ビームフォーミングのタイミングを変更する、請求項
２に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記変更条件は、前記送信繰り返し周期内において、当該周期の始点時から最初の前記
ビームフォーミングが施されるまでの時間であるウェイト時間であり、前記受信制御部は
、前記ウェイト時間を前記送信繰り返し周期ごとに変更する、請求項１に記載の超音波診
断装置。
【請求項５】
　前記ウェイト時間は、前記送信繰り返し周期内において、並列同時受信数分の前記ビー
ムフォーミングの処理が可能となるように予め定められる、請求項４に記載の超音波診断
装置。
【請求項６】
　前記受信制御部は、前記並列同時受信の並列同時受信数が、予め定められた並列同時受
信数に係る閾値である並列同時受信数閾値よりも小さいとき、前記ビームフォーミングの
タイミングを変更する、請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記受信制御部は、前記送信繰り返し周期が、予め定められた閾値である送信繰り返し
周期閾値よりも短いとき、前記ビームフォーミングのタイミングを変更する、請求項１に
記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、超音波診断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置では、並列同時受信の受信ビームフォーミングが行われる場合がある。
並列同時受信では、１つの送信周期の期間内で、複数の走査線分の受信ビームフォーミン
グを行う。このときの複数の走査線の数を並列同時受信数と称する。
【０００３】
　受信ビームフォーミングを行うデバイスの例としては、ＦＰＧＡ（Ｆｉｅｌｄ‐Ｐｒｏ
ｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）やＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓ
ｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）が挙げられる。ＦＰＧＡやＡ
ＳＩＣには、ＤＣＤＣコンバータから電流が供給される。
【０００４】
　受信ビームフォーミングの処理期間において、ＦＰＧＡやＡＳＩＣではその内部回路が
高速で動作し、この動作期間中、ＤＣＤＣコンバータにおける電流は過渡的になる（電流
変動する）。ＤＣＤＣコンバータの出力段にはトランスやチョークコイルが設けられる。
トランスでは昇圧／降圧がなされ、チョークコイルでは出力電圧の平滑化がなされる。Ｄ
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ＣＤＣコンバータは、通常、数１００ｋＨｚのスイッチング周波数で動作する。この周波
数は可聴帯域外である。しかしながら、負荷（ＦＰＧＡやＡＳＩＣ）に流れる電流が可聴
帯域内の周期で変動（負荷変動）するとき、トランスやチョークコイルではこの周期に応
じた磁歪振動が発生する。この振動の周波数が可聴帯域内であるとき、振動は操作者に聞
こえる騒音となる。例えば、約８ｋＨｚの騒音はモスキート音と呼ばれている。
【０００５】
　このような騒音に対する従来の対策例としては、チョークコイルやトランスの構造変更
が挙げられるが、騒音の低減効果は限定的である。他の例としては、モールド及び吸音材
貼付が挙げられるが、この場合、放熱性が低下するため、冷却手段をさらに設けることと
なる。従って、これら従来例では、コストやサイズの増加が伴う。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１５－１２３３３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明が解決しようとする課題は、騒音を低減することができる超音波診断装置を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブを介して超音波を送受信する超音波
診断装置であって、受信部と、受信制御部とを有する。受信部は、超音波の受信信号に並
列同時受信に係るビームフォーミングを施す。受信制御部は、予め定められた変更条件に
基づいて、前記ビームフォーミングのタイミングを超音波の送信繰り返し周期内で変更す
る。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】実施形態に係る超音波診断装置の構成を示すブロック図。
【図２】実施形態に係るＤＣＤＣコンバータの回路例。
【図３】実施形態における受信ビームフォーミングのタイミングを示すタイミングチャー
ト。
【図４】変形例における受信ビームフォーミングのタイミングを示すタイミングチャート
。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、実施形態の超音波診断装置について図面を参照して説明する。
【００１１】
　図１は、実施形態に係る超音波診断装置の構成を示すブロック図である。実施形態に係
る超音波診断装置は、装置本体１と超音波プローブ２とを有する。なお、装置本体１を超
音波診断装置と称する場合もある。この場合、超音波診断装置（装置本体１）の外部に設
けられた超音波プローブ２と装置本体１とが通信可能に接続される。
【００１２】
〔基本構成〕
　超音波プローブ２は、複数の超音波振動子が走査方向に１列に配置された１次元アレイ
プローブ、又は、複数の超音波振動子が２次元的に配置された２次元アレイプローブが用
いられる。超音波プローブ２は被検体へ超音波を送信し、被検体からの反射波をエコー信
号として受信する。超音波プローブ２は、ケーブルを介して装置本体１に接続される。超
音波プローブ２にはセクタ走査対応、リニア走査対応、コンベックス走査対応などの種類
があり、対象部位に応じて適宜選択される。
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【００１３】
　装置本体１は、入力回路１１と、制御回路１２と、送信回路１３と、電源回路１４と、
受信回路１５と、データ処理回路１６と、ＤＳＣ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｃａｎ　Ｃｏｎｖ
ｅｒｔｅｒ）１７と、ディスプレイ１８とを有する。
【００１４】
　入力回路１１は、医師や技師等の操作者による操作を受け、この操作の内容に応じた信
号を制御回路１２へ出力する。入力回路１１は、トラックボール、ボタンスイッチ、マウ
ス、キーボード、ＴＣＳ（Ｔｏｕｃｈ　Ｃｏｍｍａｎｄ　Ｓｃｒｅｅｎ）、ＳＴＣ（Ｓｅ
ｎｓｉｔｉｖｉｔｙ　Ｔｉｍｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）スライドボリューム等の操作デバイス
によって構成される。
【００１５】
　制御回路１２は、入力回路１１を介して操作者から入力された各種設定要求や、内部メ
モリから読み出した各種制御プログラム及び各種データに基づいて、送信回路１３と、電
源回路１４と、受信回路１５と、データ処理回路１６と、ＤＳＣ１７と、ディスプレイ１
８とを制御する。制御回路１２は、超音波画像を内部メモリなどの一般的な記憶デバイス
に記憶させるように制御する。制御回路１２は、送信制御回路１２１と、クロック制御回
路１２２と、受信制御回路１２３とを有する。
【００１６】
　送信制御回路１２１は、入力回路１１を介して入力された送信条件などに基づいて、超
音波パルスの送信繰り返し周波数（ＰＲＦ：Ｐｕｌｓｅ　Ｒｅｐｅｔｉｔｉｏｎ　Ｆｒｅ
ｑｕｅｎｃｙ）を決定する。クロック制御回路１２２は、決定されたＰＲＦに基づくクロ
ック制御信号を送信回路１３へ出力する。受信制御回路１２３については後述する。
【００１７】
　送信回路１３は、送信クロック発生回路１３１と、レートパルス発生回路１３２と、送
信遅延回路１３３と、パルサ１３４とを有する。送信クロック発生回路１３１は、クロッ
ク制御信号に基づいて、送信クロック信号をレートパルス発生回路１３２へ出力する。レ
ートパルス発生回路１３２は、送信クロック信号に基づいて、レートパルスを送信遅延回
路１３３へ出力する。送信遅延回路１３３は、当該焦点へのビームフォーミングのために
必要な遅延をレートパルスに付与した遅延駆動信号（トリガパルス）をパルサ１３４へ出
力する。パルサ１３４は、遅延駆動信号に位相同期して超音波プローブ２のチャンネルご
とに中心周波数の信号パルスを印加する。なお、チャンネルは、超音波プローブ２に備え
られた超音波振動子ごとに対応してもよく、近隣グループ単位の複数の超音波振動子に対
応してもよい。この信号パルスを受けて、超音波振動子は振動する。この振動により、所
定の焦点へビームフォームされた超音波（送信パルス）が被検体へ送信される。
【００１８】
　電源回路１４は、装置本体１の各部へ電力を供給する。電源回路１４は、電源クロック
発生回路１４１とスイッチング電源回路１４２とを有する。電源クロック発生回路１４１
は、クロック制御回路１２２からのクロック制御信号に基づいて、電源クロック信号をス
イッチング電源回路１４２へ出力する。
【００１９】
　スイッチング電源回路１４２は、電源クロック信号に基づいて、装置本体１の各部へ電
力を供給する。スイッチング電源回路１４２は、ＤＣＤＣコンバータを含む。図２は、Ｄ
ＣＤＣコンバータの回路例である。ＤＣＤＣコンバータの出力段におけるトランスＴＲ及
びチョークコイルＣＣにおいて、上述の磁歪振動が生じる場合がある（詳細は後述）。な
お、ＤＣＤＣコンバータの具体的な回路構成は、図２で示した例に限定されるものではな
い。
【００２０】
　受信回路１５は、受信制御回路１２３からの制御信号に基づいて動作するプロセッサで
ある。例えば、受信回路１５は、プリアンプ、Ａ／Ｄ（Ａｎａｌｏｇ　ｔｏ　Ｄｉｇｉｔ
ａｌ）変換回路、ＦＩＦＯ（Ｆｉｒｓｔ　Ｉｎ，Ｆｉｒｓｔ　Ｏｕｔ）メモリ、受信ビー
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ムフォーマ（受信遅延回路）、及び加算回路を有する。プリアンプ、Ａ／Ｄ変換回路、及
び受信ビームフォーマは、チャンネルごとに設けられる。プリアンプは、超音波振動子か
らの受信信号を増幅する。Ａ／Ｄ変換回路は、プリアンプからの受信信号をデジタル信号
に変換する。ＦＩＦＯメモリは、Ａ／Ｄ変換回路からの受信信号を記憶する。受信ビーム
フォーマは、所定の深さからの超音波反射波を集束するための集束用遅延時間と、所定方
向に対して受信指向性を設定するための偏向用遅延時間をＦＩＦＯメモリから読み出した
各受信信号に与える。加算回路は、受信遅延回路からの受信信号を整相加算する。それに
より、チャンネル数分の受信信号が当該走査線の焦点ごとに加算される。
【００２１】
　データ処理回路１６は、受信回路１５からの受信信号に対して、対数圧縮処理及び包絡
線検波処理や直交検波処理及びフィルタ処理などを行う。それにより、走査線ごとの超音
波ラスタデータが生成される。
【００２２】
　ＤＳＣ１７は、超音波ラスタデータを表示用の座標系に配列し、超音波画像を生成する
。ＤＳＣ１７は、生成した超音波画像をディスプレイ１８へ出力する。
【００２３】
　ディスプレイ１８は、ＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）やＯ
ＬＥＤ（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅ）ディスプレイな
どの表示装置によって構成される。ディスプレイ１８は、超音波画像を表示する。
【００２４】
〔受信ビームフォーミングに係る制御〕
　受信ビームフォーミングに係る制御について説明する。受信制御回路１２３は、予め定
められた変更条件に基づいて、受信ビームフォーミングのタイミングを超音波の送信繰り
返し周期内で変更するプロセッサである。変更条件の例としては、並列同時受信数が挙げ
られる。例えば、受信制御回路１２３は、変更条件としての並列同時受信数に基づいて、
受信ビームフォーミングのタイミングを焦点ごとに変更する。
【００２５】
　図３は、本実施形態における受信ビームフォーミングのタイミングを示すタイミングチ
ャートである。チャートＣ１は、受信ビームフォーミングのタイミングが変更されない場
合の各種タイミングを１つのチャンネルについて示す。チャートＣ２は、受信ビームフォ
ーミングのタイミングが変更された場合の各種タイミングを１つのチャンネルについて示
す。なお、ここでは説明のため、並列同時受信数が「２」である場合について述べる。並
列同時受信数は、プリセットや入力回路１１を介した操作入力などによって予め定められ
る。受信制御回路１２３は、並列同時受信数に基づいて、受信ビームフォーミングの焦点
ごとのタイミングを示す受信制御信号をクロック制御回路１２２へ出力する。クロック制
御回路１２２は、当該タイミングに基づくクロック制御信号を電源クロック発生回路１４
１へ出力する。電源クロック発生回路１４１は、当該クロック制御信号に基づく電源クロ
ック信号をスイッチング電源回路１４２へ出力する。スイッチング電源回路１４２は、当
該電源クロック信号に基づいて、受信回路１５へ電力を供給する。この供給のタイミング
で受信ビームフォーミング処理が受信信号に施される。
【００２６】
　例えば、受信制御回路１２３は、送信繰り返し周期内において、実質的に均等な時間間
隔となるように並列同時受信数分の受信ビームフォーミングのタイミングを変更する。こ
の変更処理を一般化して述べると、並列同時受信数が「ｎ（ｎは２以上の自然数）」であ
るとき、受信ビームフォーミングのタイミングの時間間隔が、送信繰り返し周期の「ｎ分
の１」となるように並列同時受信数分の受信ビームフォーミングを変更されることとなる
。このとき、受信制御回路１２３は、送信繰り返し周期と並列同時受信数とを参照するこ
とによって、この変更に対応するタイミングを示す受信制御信号を発生する。それにより
、受信ビームフォーミングのタイミングの時間間隔が、送信繰り返し周期の「ｎ分の１」
となるように変更される。
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【００２７】
　受信ビームフォーミングのタイミングが変更される条件の例としては、並列同時受信数
と予め定められた並列同時受信数閾値とが挙げられる。受信制御回路１２３は、並列同時
受信数と並列同時受信数閾値とを比較し、並列同時受信数が並列同時受信数閾値よりも小
さいとき、受信ビームフォーミングのタイミングを変更する。通常、並列同時受信数が所
定の値より小さい場合、受信ビームフォーミングの周波数は可聴帯域に含まれ、並列同時
受信数が所定の値より大きい場合、受信ビームフォーミングのタイミングを変更しなくて
も受信ビームフォーミングの周波数は可聴帯域に含まれない。この所定の値は、送信繰り
返し周期や受信ビームフォーミング１回あたりの処理時間などの各種条件によって異なる
。従って、並列同時受信数閾値は、プリセットや入力回路１１を介した操作入力によって
適宜定められる。
【００２８】
　また、受信ビームフォーミングのタイミングが変更される条件の他の例としては、送信
繰り返し周期と予め定められた送信繰り返し周期閾値とが挙げられる。受信制御回路１２
３は、送信繰り返し周期と送信繰り返し周期閾値とを比較し、送信繰り返し周期が送信繰
り返し周期閾値よりも短いとき、受信ビームフォーミングのタイミングを変更する。通常
、送信繰り返し周期が所定の周期より短い場合、受信ビームフォーミングの周波数は可聴
帯域に含まれ、送信繰り返し周期が所定の周期より長い場合、受信ビームフォーミングの
タイミングを変更しなくても受信ビームフォーミングの周波数は可聴帯域に含まれない。
この所定の周期は、並列同時受信数や受信ビームフォーミング１回当たりの処理時間など
の各種条件によって異なる。従って、送信繰り返し周期閾値は、プリセットや入力回路１
１を介した操作入力によって予め適宜定められる。
【００２９】
　以上のように、受信ビームフォーミングのタイミングが自動的に変更される条件の例を
示したが、手動によって受信ビームフォーミングのタイミングが変更されてもよい。例え
ば、受信制御回路１２３は、入力回路１１を介して受信ビームフォーミングのタイミング
を変更する指示を受けたときにこの変更を行ってもよい。
【００３０】
　受信ビームフォーミングのタイミングが変更された場合と変更されない場合との電流変
動について述べる。受信ビームフォーミングのタイミングが変更されない場合（Ｃ１）、
１つの送信繰り返し周期内で、並列同時受信数分の受信ビームフォーミングが続けて行わ
れる。このとき、受信ビームフォーミングが続けて行われる間電流が変動し続けるので、
受信回路１５における電流変動量は大きい。従って、磁歪振動の振幅は大きく、また、周
波数は可聴帯域に含まれ易い。
【００３１】
　一方、受信ビームフォーミングのタイミングが変更された場合（Ｃ２）、１つの送信繰
り返し周期内で、並列同時受信数分の受信ビームフォーミングが時間的に分散されて行わ
れる。このとき、受信ビームフォーミングが時間的に分散されて（離散的に）行われる。
それにより、１回の受信ビームフォーミングごとに電流変動が生じ、その変動量は小さい
。従って、磁歪振動の振幅は小さく、また、周波数は可聴帯域に含まれない。例えば、図
３に示した例では、受信ビームフォーミングの時間間隔が２分の１、即ち、周波数が２倍
となっている。それにより、従来では８ｋＨｚの磁歪振動を生じていた条件下での送受信
が、実施形態では、約１６ｋＨｚの磁歪振動を生じながらの送受信となる。一般的に約１
０ｋＨｚをよりも高い周波数の音は可聴帯域の外側であるので、磁歪振動の周波数を高め
ることによって騒音を不可聴化することができる。したがって、モールド及び吸音材貼付
などの防音処理に依らずとも騒音を低減することができる。
【００３２】
〈変形例〉
　変形例に係る超音波診断装置について説明する。なお、ここでは上述した実施形態に係
る超音波診断装置と異なる内容について主に説明し、上述した実施形態に係る超音波診断
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装置と同様の内容については説明を省略する場合がある。
【００３３】
　変形例に係る超音波診断装置の受信制御回路１２３は、送信繰り返し周期内において、
当該周期の始点時から最初の受信ビームフォーミングが施されるまでの時間であるウェイ
ト時間を変更条件とする。例えば、受信制御回路１２３は、ウェイト時間を送信繰り返し
周期ごとに変更する。
【００３４】
　図４は、変形例における受信ビームフォーミングのタイミングを示すタイミングチャー
トである。ここでは、説明のため、並列同時受信数が「２」である場合を１つのチャンネ
ルについて述べる。ウェイト時間ＷＴは、並列同時受信数分の受信ビームフォーミングの
処理が可能な時間であればよい。換言すると、ウェイト時間ＷＴと並列同時受信数分の受
信ビームフォーミングの処理時間との合計時間が、送信繰り返し周期を超えない範囲内で
、ウェイト時間ＷＴが定められればよい。受信制御回路１２３は、この範囲内で、送信繰
り返し周期ごとにウェイト時間ＷＴを変更する。
【００３５】
　ウェイト時間ＷＴの変更方法の例としては、一定の時間（ステップ時間）を増加又は減
少させる方法や所定のランダム関数によって送信繰り返し周期ごとにランダムなウェイト
時間ＷＴを算出する方法などが挙げられる。何れの変更方法においても、ウェイト時間Ｗ
Ｔと並列同時受信数分の受信ビームフォーミングの処理時間との合計時間が、送信繰り返
し周期を超えない範囲内で、ウェイト時間ＷＴが定められればよい。
【００３６】
　このように、送信繰り返し周期ごとにウェイト時間が変更されることによって、電流変
動による磁歪振動が単一の周波数ではなく、所定の広がりを有する周波数帯となる。それ
により、可聴音領域の周波数騒音を低減することができる。
【００３７】
　上記説明において用いた「プロセッサ」という文言は、例えば、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａ
ｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）、ＧＰＵ（Ｇｒａｐｈｉｃｓ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉ
ｎｇ　Ｕｎｉｔ）、或いは、特定用途向け集積回路（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃ
ｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ：ＡＳＩＣ））、プログラマブル論理
デバイス（例えば、単純プログラマブル論理デバイス（Ｓｉｍｐｌｅ　Ｐｒｏｇｒａｍｍ
ａｂｌｅ　Ｌｏｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ：ＳＰＬＤ）、複合プログラマブル論理デバイス（
Ｃｏｍｐｌｅｘ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｌｏｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ：ＣＰＬＤ）、
及びフィールドプログラマブルゲートアレイ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　
Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ：ＦＰＧＡ））等の回路を意味する。プロセッサは記憶回路に保存
されたプログラムを読み出し実行することで機能を実現する。なお、記憶回路にプログラ
ムを保存する代わりに、プロセッサの回路内にプログラムを直接組み込むよう構成しても
構わない。この場合、プロセッサは回路内に組み込まれたプログラムを読み出し実行する
ことで機能を実現する。なお、本実施形態の各プロセッサは、プロセッサごとに単一の回
路として構成される場合に限らず、複数の独立した回路を組み合わせて１つのプロセッサ
として構成し、その機能を実現するようにしてもよい。さらに、複数の構成要素を１つの
プロセッサへ統合してその機能を実現するようにしてもよい。
【００３８】
　以上述べた少なくともひとつの実施形態の超音波診断装置によれば、騒音を低減するこ
とが可能となる。
【００３９】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これら実施形態は、例として提示したもの
であり、発明の範囲を限定することを意図していない。これら実施形態は、その他の様々
な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、置
き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に含
まれると同様に、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれるものであ
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る。
【符号の説明】
【００４０】
　１　　　装置本体
　２　　　超音波プローブ
　１１　　入力回路
　１２　　制御回路
　１３　　送信回路
　１４　　電源回路
　１５　　受信回路
　１６　　データ処理回路
　１７　　ＤＳＣ
　１８　　ディスプレイ
　１２１　送信制御回路
　１２２　クロック制御回路
　１２３　受信制御回路
　１４１　電源クロック発生回路
　１４２　スイッチング電源回路

【図１】 【図２】
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